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1. 平成29年2月期の連結業績（平成28年3月1日～平成29年2月28日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年2月期 188,623 1.6 1,865 15.6 2,750 17.3 1,248 49.1

28年2月期 185,738 3.2 1,613 △54.1 2,345 △41.3 837 △11.0

（注）包括利益 29年2月期　　526百万円 （―％） 28年2月期　　△40百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年2月期 19.35 ― 2.2 2.4 1.0

28年2月期 13.10 ― 1.4 2.1 0.9

（参考） 持分法投資損益 29年2月期 204百万円 28年2月期 110百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年2月期 114,947 57,209 49.4 879.46

28年2月期 111,292 57,733 51.7 891.04

（参考） 自己資本 29年2月期 56,744百万円 28年2月期 57,493百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年2月期 10,104 △6,526 1,085 22,941

28年2月期 433 △12,365 3,843 18,498

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年2月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 1,278 152.7 2.2

29年2月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 1,290 103.4 2.3

30年2月期(予想) ― 10.00 ― 10.00 20.00 61.4

3. 平成30年 2月期の連結業績予想（平成29年 3月 1日～平成30年 2月28日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 100,200 7.2 2,100 122.2 2,400 103.6 1,100 △30.1 17.05

通期 202,000 7.1 4,400 135.9 5,100 85.4 2,100 68.2 32.55



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年2月期 65,129,558 株 28年2月期 65,129,558 株

② 期末自己株式数 29年2月期 608,107 株 28年2月期 605,829 株

③ 期中平均株式数 29年2月期 64,522,741 株 28年2月期 63,929,235 株

（参考）個別業績の概要

平成29年2月期の個別業績（平成28年3月1日～平成29年2月28日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年2月期 56,565 0.4 281 ― 344 ― 1,500 ―

28年2月期 56,364 3.7 △1,091 ― △1,033 ― △623 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年2月期 23.25 ―

28年2月期 △9.75 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年2月期 84,713 51,042 60.3 791.05

28年2月期 81,059 50,835 62.7 787.82

（参考） 自己資本 29年2月期 51,042百万円 28年2月期 50,835百万円

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短
信（添付資料）３ページ「次期の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の概況

当社グループでは、10年先を見据えた長期ビジョン「NEW BEGINNINGS 2025」の実現を目指し、当期より「新３ヵ

年中期経営計画」を始動いたしました。当期を含むファーストステージの３年間は、セカンドステージ以降におけ

る成長のシーズを生み出す３年間と位置付け、「ひと・健康・テクノロジー」をキーワードに、「飲食業の再定

義」を目指し、これまでの飲食業になかった新しい価値創造にチャレンジしていきます。当期は、まず既存事業の

収益性改善に向け、各セグメントにおいて新商品開発、店舗オペレーション改善、新たなマーケティング手法の導

入等を行っております。また、国内において、はなまるを中心とした出店による成長・規模拡大を進めております。

これらの結果、当連結会計年度（平成28年３月１日から平成29年２月28日まで）の連結業績は、連結売上高が

1,886億23百万円（前年同期比1.6％増）、連結営業利益は18億65百万円（前年同期比15.6％増）、連結経常利益は

27億50百万円（前年同期比17.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は12億48百万円（前年同期比49.1％増）

となりました。

セグメント概況につきましては、次のとおりであります。

　[吉野家]

売上高は、972億81百万円と、対前年同期比1.8％の増収となりました。

増収の主な要因は、４月に「豚丼」を復活販売し、５月には「吉呑み」の店舗を拡大したこと、10月には初めて

の大型コラボレーション企画として「スーパーフライデー」キャンペーンを実施し、今までご利用機会のなかった

お客様にも多くのご利用をいただいたこと、また、11月には冬の定番商品として、半日分の野菜が摂れる「牛すき

鍋膳」とともに、地域限定メニューとして地域特性を活かした５種類の「ご当地鍋」を、１月には６種類の野菜が

摂れるシールド乳酸菌入りの「新とん汁」を販売しご好評をいただいたことによります。引き続き、品質にこだわ

り、お客様にご支持いただける商品の開発に努めてまいります。販売促進施策につきましては、「築地一号店物

語」として、昭和34年当時の吉野家一号店である築地店をテーマとしたテレビCMをシリーズ化して実施いたしまし

た。長期ビジョン「NEW BEGINNINGS 2025」実現の一環として、新しいサービススタイルの検証を開始し、店舗の改

装、スマートフォンによる「デジタルボトルキープサービス」の導入を進めました。前期末に全店導入したＴポイ

ントを活用したお客様の動向分析とあわせて、お客様のニーズにお応えしてまいります。また従業員の労働環境整

備については、動画を利用した教育評価システムの導入、ロボット技術の導入による作業負荷の軽減など、様々な

取り組みを開始しております。増収および売上原価低減により、セグメント利益は38億35百万円と、対前年同期比

25.6％の増益となりました。同期間の店舗数は36店舗を出店し、17店舗を閉鎖した結果、1,207店舗となりました。

　[はなまる]

売上高は、238億80百万円と、対前年同期比11.0％の増収となりました。

増収の主な要因は、積極的な出店に伴う店舗数の増加によります。駅前や駅ナカなどへの新立地およびショッピ

ングセンター内への出店を引き続き進めてまいります。季節商品として、６月にとろろと海鮮松前漬けを組み合わ

せた「海鮮松前ぶっかけ」、８月には涼感を感じていただける冷たい出汁にオクラと針生姜を入れた「はなまる冷

だしうどん」を販売いたしました。10月には、昨年ご好評をいただきました「酸辣湯うどん」「鶏とトマトの酸辣

湯うどん」「明太生姜玉子あんかけ」を販売いたしました。また、１月には美容・健康をサポートするアスタキサ

ンチン入りとなる「四川風担々うどんフェア」として、濃厚豆乳クリームを使用した「濃厚豆乳担々うどん」と本

格派の花椒を使用した「痺れ汁なし担々うどん」を販売いたしました。全店規模の大型販売促進として、うどんを

ご注文いただいたお客様に期間中毎日天ぷらが１品無料となる「天ぷら定期券」企画を実施したことにより、客数

について10月以降回復基調となりました。しかしながら、既存店売上高が前年未達となったことや、出店増に伴う

販管費増などから、セグメント利益は９億37百万円と、対前年同期比19.0％の減益となりました。同期間の店舗数

は52店舗を出店し、10店舗を閉鎖した結果、432店舗となりました。
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　[アークミール]

売上高は、229億79百万円と、対前年同期比5.7％の減収となりました。

上期は、「ステーキのどん」においては、ボリュームを訴求した新商品「３代目横綱ハンバーグ」の販売を開始

し、同時にハンバーグ200ｇのおかわり無料キャンペーンや、ステーキ食べ放題キャンペーン等を実施し、お客様か

らご好評いただきました。また、「どん亭」においては、季節限定商品「牛たんしゃぶしゃぶ」「うな重」を販売

し、「フォルクス」においては、数量限定で約２ポンドの「プレミアムボーンステーキ」を販売し、「どん亭」と

「フォルクス」においては、８月から10分100円飲み放題キャンペーンも実施いたしました。下期は、10月からは

「フォルクス」では初の試みとなる「ステーキの食べ放題」をスタートし、「ステーキのどん」についても半期に

１度開催から毎月開催に変更して、各店舗、各月１度の「ステーキ食べ放題イベント」を開催いたしました。また、

「どん亭」においては、店舗限定マグロの解体ショー、季節限定商品「みぞれだししゃぶしゃぶ」を販売いたしま

した。しかしながら、全業態の客単価減少としゃぶしゃぶ業態における競争の激化による「どん亭」の客数減少の

影響等で減収となり、セグメント利益は１億35百万円と、対前年同期比47.3％の減益となりました。同期間の店舗

数は２店舗を閉鎖した結果、184店舗となりました。

　[京樽]

売上高は、256億82百万円と、対前年同期比2.8％の増収となりました。

増収の主な要因は、ご好評をいただいている「中巻セール」「まぐろ頭肉フェア」「（赤皿）99円セール」等を

効果的に実施したこと等によります。また、回転寿司業態では、野菜と鮮魚を合わせた商品の取組みや、産地指定

した旬の食材を用いた商品を販売するなど差別化を図りました。さらに、炊飯システムについては、老朽化による

生産コスト高と生産量限界等の課題を一掃するべく刷新いたしました。しかしながら、当期より出店を加速させて

いる「海鮮三崎港」を19店出店したことによる出店費用の増加や海産物及び米の価格上昇による原価上昇等により、

セグメント利益は72百万円と、対前年同期比74.9％の減益となりました。同期間の店舗数は25店舗を出店し、11店

舗を閉鎖した結果、329店舗となりました。

　[海外]

売上高は、166億６百万円と、対前年同期比5.2％の減収となりました。

米国や中国においては、既存店売上高が好調に推移しているものの、当期の円高の影響により減収となりました。

しかしながら、米国において食材価格が低下したこと等から、セグメント利益は９億13百万円と、対前年同期比

63.9％の増益となりました。同期間の店舗数は94店舗を出店し、36店舗を閉鎖した結果、733店舗となりました。

②次期の見通し

当社グループでは、10年先を見据えた長期ビジョン「NEW BEGINNINGS 2025」の実現を目指し、当期より「新３ヵ

年中期経営計画」を始動いたしました。当期を含むファーストステージの３年間は、セカンドステージ以降におけ

る成長のシーズを生み出す３年間と位置付け、「ひと・健康・テクノロジー」をキーワードに、「飲食業の再定

義」を目指し、これまでの飲食業になかった新しい価値創造にチャレンジしていきます。

次期につきましては、当期から実施しておりました既存事業の収益性改善に向けた店舗開発および店舗オペレー

ション実験の検証を引き続き実施しながら、各セグメントにおいて新商品開発、店舗オペレーション改善、新たな

マーケティング手法の導入等を行ってまいります。また、国内においては、はなまると京樽を中心とした出店によ

る成長・規模拡大を進めております。

次期の連結業績につきましては、上記の経営施策により、売上高2,020億円、連結営業利益44億円、連結経常利益

51億円、親会社株主に帰属する連結当期純利益は21億円を見込んでおります。

上記見通しは、当社グループが現時点までに入手可能な情報から判断して、合理的であるとした一定の条件に基

づいたものです。実際の業績は、様々な要素により異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。
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（２）財政状態に関する分析

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ36億55百万円増加し、1,149億47百万円となりました。負債

は、前連結会計年度末に比べ41億79百万円増加し、577億37百万円となりました。純資産は、前連結会計年度末に比べ

５億24百万円減少し、572億９百万円となり、自己資本比率は、前連結会計年度末比2.3ポイント減少し49.4％となり

ました。

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、換算差額を加え、期末残高は229億41百万円（前連結会計年度は

184億98百万円）となりました。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは101億４百万円の収入（前連結会計年度は４億33百万円の収入）となりまし

た。これは主として、減価償却費（59億15百万円）、たな卸資産の減少額（30億41百万円）によるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、65億26百万円の支出（前連結会計年度は123億65百万円の支出）となりまし

た。これは主として、有形固定資産の取得による支出（76億99百万円）、有形固定資産の売却による収入（30億48百

万円）によるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、10億85百万円の収入（前連結会計年度は38億43百万円の収入）となりまし

た。これは主として、長期借入れによる収入（117億20百万円）、長期借入金の返済による支出（84億68百万円）、配

当金の支払額（12億95百万円）によるものであります。

平成25年２月期 平成26年２月期 平成27年２月期 平成28年２月期 平成29年２月期

自己資本比率 46.8％ 44.8％ 53.7％ 51.7％ 49.4％

時価ベースの自己資本比率 59.5％ 73.4％ 75.5％ 81.6％ 92.4％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

4.7年 4.2年 2.0年 72.3年 3.5年

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

16.0倍 21.7倍 40.7倍 1.4倍 39.8倍

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、剰余金の配当につきましては、株主の皆さまに対し、安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本とし

ながら、経営環境や資金需要の状況、連結業績の動向ならびにグループの成長に向けた積極的な事業展開に必要な内

部留保の充実等を総合的に勘案して決定することを基本方針としております。

当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ております。

当期の期末配当金につきましては、１株当たり10円を予定しており、これにより通期の配当金は中間配当分10円を

含め20円を予定しております。内部留保資金の活用につきましては、グループの成長に向けた事業投資等、将来にわ

たって株主利益を増大させるための投資を優先してまいりたいと考えております。
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社および当社の関係会社)は、当社、連結子会社34社および持分法適用関連会社５社で構成され、

国内の事業においては「吉野家」「はなまる」「アークミール」「京樽」を主要なセグメントとして展開しておりま

す。海外の事業においては、地域ごと、拠点ごとに複数の事業活動を行うため、「海外」というひとつのセグメント

として展開しております。

当社グループのセグメントおよび、事業に係る位置付け、事業内容については、次のとおりであります。

セグメント区分 主な事業内容 主要な会社

吉野家
日本国内における牛丼等のファストフード店経営お
よびフランチャイズ店舗への経営指導等

㈱吉野家

はなまる
日本国内におけるセルフ式讃岐うどん等のファスト
フード店経営およびフランチャイズ店舗への経営指
導等

㈱はなまる

アークミール ステーキおよびしゃぶしゃぶレストラン経営等 ㈱アークミール

京樽
鮨のテイクアウト店および回転寿司レストラン経営
等

㈱京樽

海外
海外における牛丼等のファストフード店経営、セル
フ式讃岐うどん等のファストフード店経営およびフ
ランチャイズ店舗への経営指導等

YOSHINOYA AMERICA,INC.(米国)
吉野家(中国)投資有限公司(中国)
ASIA YOSHINOYA INTERNATIONAL SDN.BHD.
(マレーシア)

その他
スナック類のファストフード店経営、フランチャイ
ズ店舗への経営指導および新規飲食事業開発等

㈱グリーンズプラネット
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、国や地域を超えた世界中の人々のために企業活動を行い、すべては人々のために『For the

People』を経営理念としております。理念を具現化するための事業活動指針である６つの価値観「うまい、やすい、

はやい」「客数増加」「オリジナリティ」「健全性」「人材重視」「挑戦と革新」を共有・実践していくことで、株

主、お客様及び従業員などステークホルダーの満足度向上や信頼構築に努めることを基軸として経営展開を図ってお

ります。

（２）目標とする経営指標（３）中長期的な会社の経営戦略（４）会社の対処すべき課題

当社グループでは、10年先を見据えた長期ビジョン「NEW BEGINNINGS 2025」の実現を目指し、当期より「新３ヵ年

中期経営計画」を始動いたしました。当期を含むファーストステージの３年間は、セカンドステージ以降における成

長のシーズを生み出す３年間と位置付け、「ひと・健康・テクノロジー」をキーワードに、「飲食業の再定義」を目

指し、これまでの飲食業になかった新しい価値創造にチャレンジしていきます。

①今までにない「新しいビジネスモデル」創り

当社グループは、現在のビジネスモデルに代えて長期的に運用できる「新しいビジネスモデル」の構築を中長期的

な課題としております。既存の外食産業の範疇を超えるような市場創造・価値提供を行うモデル創りは、すでに素材

開発や商品の提供方法の改善など、従来とは一線を画した取組みを開始しております。今後はその取組みを一層強め

ていくと同時に、さらに突出した「革新」による飛躍を図ります。

②「飲食業の再定義」を実現するための組織づくりと取り組みについて

「飲食業の再定義」を実現していくため、よりスピーディーな意思決定が可能となるグループ経営体制への見直し

を行ってまいります。また、収益性改善に向けた構造改革の一環としてグループ管理本部を設置いたしました。グル

ープ間での人事交流の活発化及びグループ商品本部による仕入れの共通化も引き続き行ってまいります。また、海外

各地域における現地経営体制の確立及び現地での意思決定を可能にすることで、今後はグローバル展開を一層加速し

てまいります。

また、「飲食業の再定義」の実現のため、ダイバーシティ（人材構成の多様化）の推進も引き続き行ってまいりま

す。

③「ひと・健康・テクノロジー」の実践へ

当社グループは、あるべき姿を実現していくために「ひと・健康・テクノロジー」をキーワードとする飲食業の新

たな方向性を模索し、新中期経営計画の３年間を通じて数多く試行・検証していきます。

「ひと」にかかわる取組みでは、「ひと」を活かすことで生まれる価値を追求し、その価値をお客様に提供してい

きます。「健康」に関しては、従業員の心と体の健康を経営の柱とする「ウェルネス経営」の一環として、当期より

最高健康責任者（ＣＷＯ）の任命制度を導入しました。今後は健康リテラシーの向上と浸透を図ってまいります。ま

た、今後のメニュー開発・素材開発は、「健康的」から「健康」そのものの追求へ取り組みを深化させていきます。

最後に「テクノロジー」にかかわる取組みでは、複雑な店舗オペレーションを簡便化・効率化する設備や機器を導入

し、職場環境の改善を図ることで、労働力の確保とお客様へのサービス向上につなげていきます。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

なお、今後につきましては、外国人株主比率の推移および国内の同業他社の国際会計基準の適用動向を踏まえ、国

際会計基準の適用について検討を進めていく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当連結会計年度
(平成29年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,287 25,474

受取手形及び売掛金 3,362 3,727

商品及び製品 4,387 3,148

仕掛品 22 25

原材料及び貯蔵品 4,430 2,598

繰延税金資産 925 760

その他 2,570 2,866

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 36,984 38,600

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※3 68,063 ※3 70,915

減価償却累計額 △40,055 △42,553

建物及び構築物（純額） 28,008 28,362

機械装置及び運搬具 4,516 4,822

減価償却累計額 △3,772 △3,677

機械装置及び運搬具（純額） 743 1,144

工具、器具及び備品 11,429 11,930

減価償却累計額 △9,334 △9,482

工具、器具及び備品（純額） 2,095 2,447

土地 ※3 8,859 ※3 8,173

リース資産 8,586 9,817

減価償却累計額 △4,312 △4,967

リース資産（純額） 4,273 4,849

建設仮勘定 541 200

有形固定資産合計 44,521 45,178

無形固定資産

のれん 1,055 1,537

その他 2,012 2,338

無形固定資産合計 3,067 3,875

投資その他の資産

投資有価証券 ※1,※3 4,278 ※1,※3 4,335

長期貸付金 511 477

長期前払費用 2,799 2,603

差入保証金 ※3 15,189 15,599

投資不動産 ※3 2,926 ※3 3,013

減価償却累計額 △926 △955

投資不動産（純額） 1,999 2,057

繰延税金資産 1,622 1,797

その他 ※1 484 ※1 643

貸倒引当金 △167 △222

投資その他の資産合計 26,717 27,292

固定資産合計 74,307 76,346

資産合計 111,292 114,947
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当連結会計年度
(平成29年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,741 5,053

短期借入金 5,224 ※3 5,321

1年内償還予定の社債 - 750

1年内返済予定の長期借入金 ※3 7,665 ※3 7,397

リース債務 863 1,025

未払法人税等 551 463

賞与引当金 1,334 1,362

役員賞与引当金 79 71

株主優待引当金 292 296

資産除去債務 24 79

その他 9,785 10,708

流動負債合計 31,563 32,530

固定負債

社債 750 -

長期借入金 ※3 14,477 ※3 18,019

リース債務 2,350 2,788

退職給付に係る負債 631 624

資産除去債務 2,454 2,585

繰延税金負債 86 0

その他 1,244 1,188

固定負債合計 21,994 25,207

負債合計 53,558 57,737

純資産の部

株主資本

資本金 10,265 10,265

資本剰余金 11,560 11,551

利益剰余金 38,077 38,035

自己株式 △741 △744

株主資本合計 59,162 59,107

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △3 4

為替換算調整勘定 △1,650 △2,353

退職給付に係る調整累計額 △14 △13

その他の包括利益累計額合計 △1,669 △2,363

非支配株主持分 240 464

純資産合計 57,733 57,209

負債純資産合計 111,292 114,947
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年３月１日
　至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
　至 平成29年２月28日)

売上高 185,738 188,623

売上原価 70,907 68,386

売上総利益 114,830 120,237

販売費及び一般管理費 ※1 113,217 ※1 118,371

営業利益 1,613 1,865

営業外収益

受取利息 45 93

受取配当金 259 236

賃貸収入 349 344

物流収入 11 -

受取手数料 106 105

持分法による投資利益 110 204

雑収入 626 621

営業外収益合計 1,509 1,606

営業外費用

支払利息 293 248

為替差損 125 52

賃貸費用 260 229

雑損失 97 190

営業外費用合計 777 721

経常利益 2,345 2,750

特別利益

固定資産売却益 4 1,487

特別利益合計 4 1,487

特別損失

減損損失 ※2 933 ※2 1,409

契約解約損 46 103

災害による損失 - 24

特別損失合計 980 1,537

税金等調整前当期純利益 1,369 2,700

法人税、住民税及び事業税 1,298 1,563

法人税等調整額 △754 △102

法人税等合計 544 1,460

当期純利益 825 1,239

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △12 △9

親会社株主に帰属する当期純利益 837 1,248
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年３月１日
　至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
　至 平成29年２月28日)

当期純利益 825 1,239

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △10 7

為替換算調整勘定 △243 △498

退職給付に係る調整額 38 △0

持分法適用会社に対する持分相当額 △649 △222

その他の包括利益合計 ※1 △865 ※1 △713

包括利益 △40 526

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △12 554

非支配株主に係る包括利益 △27 △27
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,265 11,139 38,532 △733 59,204

会計方針の変更による

累積的影響額
16 16

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
10,265 11,139 38,549 △733 59,221

当期変動額

剰余金の配当 △1,266 △1,266

親会社株主に帰属する

当期純利益
837 837

自己株式の取得 △10 △10

自己株式の処分 2 2

持分法の適用範囲の変

動
△42 △42

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
420 420

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
―

当期変動額合計 ― 420 △471 △7 △59

当期末残高 10,265 11,560 38,077 △741 59,162

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 6 △826 △49 △868 602 58,938

会計方針の変更による

累積的影響額
16

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
6 △826 △49 △868 602 58,955

当期変動額

剰余金の配当 ― △1,266

親会社株主に帰属する

当期純利益
― 837

自己株式の取得 ― △10

自己株式の処分 ― 2

持分法の適用範囲の変

動
49 49 7

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
― △430 △10

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△10 △874 34 △850 68 △781

当期変動額合計 △10 △824 34 △800 △361 △1,221

当期末残高 △3 △1,650 △14 △1,669 240 57,733
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　当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,265 11,560 38,077 △741 59,162

当期変動額

剰余金の配当 △1,290 △1,290

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,248 1,248

自己株式の取得 △4 △4

自己株式の処分 0 0

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△9 △9

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
―

当期変動額合計 ― △9 △41 △3 △54

当期末残高 10,265 11,551 38,035 △744 59,107

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △3 △1,650 △14 △1,669 240 57,733

当期変動額

剰余金の配当 ― △1,290

親会社株主に帰属する

当期純利益
― 1,248

自己株式の取得 ― △4

自己株式の処分 ― 0

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
― △9

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
7 △703 0 △694 224 △470

当期変動額合計 7 △703 0 △694 224 △524

当期末残高 4 △2,353 △13 △2,363 464 57,209
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年３月１日
　至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
　至 平成29年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,369 2,700

減価償却費 5,433 5,915

のれん償却額 221 237

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47 53

賞与引当金の増減額（△は減少） △93 15

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1 △8

株主優待引当金の増減額（△は減少） 30 4

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 16 △3

受取利息及び受取配当金 △304 △329

支払利息 293 248

持分法による投資損益（△は益） △110 △204

固定資産売却損益（△は益） △4 △1,487

減損損失 933 1,409

売上債権の増減額（△は増加） 668 △316

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,712 3,041

仕入債務の増減額（△は減少） △1,007 △749

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,967 478

その他の資産・負債の増減額 598 474

小計 2,317 11,479

利息及び配当金の受取額 288 378

利息の支払額 △299 △253

法人税等の支払額 △1,872 △1,500

営業活動によるキャッシュ・フロー 433 10,104

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,882 △2,873

定期預金の払戻による収入 2,190 2,890

有形固定資産の取得による支出 △8,656 △7,699

有形固定資産の売却による収入 23 3,048

無形固定資産の取得による支出 △398 △560

資産除去債務の履行による支出 △162 △107

投資有価証券の取得による支出 △174 △154

差入保証金の差入による支出 △1,038 △921

差入保証金の回収による収入 702 575

貸付けによる支出 △129 △508

貸付金の回収による収入 157 426

投資不動産の取得による支出 △5 -

投資不動産の売却による収入 5 -

関係会社株式の取得による支出 - △38

関係会社出資金の払込による支出 - △27

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に
よる支出

- △579

その他 4 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,365 △6,526
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年３月１日
　至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
　至 平成29年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,086 △1,090

短期借入金の純増減額（△は減少） 58 114

長期借入れによる収入 12,300 11,720

長期借入金の返済による支出 △6,230 △8,468

自己株式の売却による収入 2 0

自己株式の取得による支出 △9 △4

配当金の支払額 △1,271 △1,295

非支配株主からの払込みによる収入 83 108

その他 △2 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,843 1,085

現金及び現金同等物に係る換算差額 △272 △220

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,360 4,443

現金及び現金同等物の期首残高 26,858 18,498

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 18,498 ※1 22,941
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 34社

主要な連結子会社名

㈱吉野家

㈱吉野家資産管理サービス

㈱はなまる

㈱アークミール

㈱京樽

YOSHINOYA AMERICA,INC.

吉野家（中国）投資有限公司

上海吉野家快餐有限公司

ASIA YOSHINOYA INTERNATIONAL SDN.BHD.

㈱グリーンズプラネット

従来、連結子会社であった㈱吉野家インターナショナルは、当社を存続会社とする吸収合併により解散したた

め、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数 ５社

主要な持分法適用関連会社名

Sushi kin Sdn.Bhd.

深圳吉野家快餐有限公司

(2) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社につきましては、各社の直近の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうち、在外連結子会社の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法
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② たな卸資産

商品・製品・原材料・仕掛品

主として総平均法による原価法

(貸借対照表計上額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価法

(貸借対照表計上額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

なお、在外連結子会社は、移動平均法による原価法（貸借対照表計上額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物並びに平成28年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物につい

ては定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ５年～50年

機械装置及び運搬具 ８年～15年

工具、器具及び備品 ５年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零又は残価保証額とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

当社及び国内連結子会社の執行役員及び従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年

度に負担すべき額を計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

④ 株主優待引当金

将来の株主優待券の利用に備えるため、株主優待券の利用実績に基づき、当連結会計年度末における株主優待

券利用見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に５年）による定額法により発生

時の翌連結会計年度より費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用

処理しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、子会社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特例処理要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金変動金利

③ ヘッジ方針

金利変動によるリスクを回避するため、金利スワップを行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引については、特例処理要件を満たしておりますので、有効性の判定を省略しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年～20年の定額法により償却しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結

会計年度の費用として処理しております。

② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(会計方針の変更)

（減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ82百万円増加しており

ます。
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(追加情報)

（連結財務諸表に関する会計基準等の適用）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等を適

用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表

示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

（法人税率の変更等による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に、また、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革

を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を

図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」

が平成28年11月18日に国会で成立し、平成29年３月１日に開始する連結会計年度から法人税率等が変更されること

となりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の33.1％から、平成30年２

月期及び平成31年２月期に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成32年２月期以降に解消が見込まれ

る一時差異については30.6％にそれぞれ変更されております。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が23百万円減少し、法人税等

調整額が23百万円増加しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社及び関連会社に係るもの

科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当連結会計年度
(平成29年２月28日)

投資有価証券 3,759百万円 3,653百万円

投資その他の資産その他(出資金) 191 282

２ 偶発債務

次のとおり債務の保証をしております。

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当連結会計年度
(平成29年２月28日)

ＦＣ加盟者(３社)
76百万円

(632千USドル)
金融機関借入等 ＦＣ加盟者(２社)

40百万円
(350千USドル)

金融機関借入等

ＦＣ加盟者(23社) 1 仕入債務 ＦＣ加盟者(22社) 1 仕入債務

計 77 計 42

※３ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額（簿価）

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当連結会計年度
(平成29年２月28日)

建物及び構築物 444百万円 429百万円

土地 2,196 2,196

投資有価証券 85 90

差入保証金 1,094 ―

投資不動産 299 275

　計 4,120 2,991

上記に対応する債務

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当連結会計年度
(平成29年２月28日)

短期借入金 ―百万円 49百万円

１年内返済予定の長期借入金 802 880

長期借入金 1,798 1,554

　計 2,600 2,484

４ 当社及び一部の連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結しております。この契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当連結会計年度
(平成29年２月28日)

貸出コミットメントの総額 12,055百万円 15,195百万円

借入実行残高 4,508 6,038

　差引額 7,547 9,157
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(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日)

広告宣伝費 3,442百万円 4,247百万円

役員報酬 591 553

役員賞与引当金繰入額 81 72

給料手当 15,428 16,694

賞与引当金繰入額 1,309 1,295

退職給付費用 578 541

パート費 33,017 34,497

地代家賃 18,840 19,581

水道光熱費 7,317 6,944

減価償却費 5,476 6,007

のれん償却額 221 237

株主優待引当金繰入額 29 4

　

※２ 減損損失の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

㈱吉野家

（埼玉県越谷市他）

店舗 建物等 204

本社 工具器具備品 5

㈱中日本吉野家

（愛知県名古屋市港区）
店舗 建物等 53

㈱関西吉野家

（大阪府大阪市）
店舗 建物等 50

㈱はなまる

（東京都中央区他）

店舗 建物等 141

本社 建物等 12

㈱アークミール

（埼玉県富士見市他）
店舗 建物等 102

㈱京樽

（宮城県仙台市他）

店舗 建物等 93

工場 リース資産等 2

本社 工具器具備品等 14

その他 253

計 933

当社および連結子会社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っており、本社・工場等については個別にグルーピングを行っております。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価

額は、主に不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額などに合理的な調整を行って算出した金額を使用しておりま

す。使用価値は、将来キャッシュ・フローを1.31％～4.00％で割引いて算出しております。
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当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

㈱吉野家

（埼玉県幸手市他）

店舗 建物等 139

本社 建物等 34

㈱関西吉野家

（大阪府岸和田市）
店舗 建物等 34

㈱はなまる

（静岡県三島市）
店舗 建物等 213

㈱アークミール

（東京都足立区他）

店舗 建物等 381

本社 建物等 1

㈱京樽

（東京都新宿区他）

店舗 建物等 66

工場 工具器具備品等 2

㈱グリーンズプラネット

（北海道釧路市他）

店舗 建物等 404

本社 無形固定資産 0

その他 132

計 1,409

当社および連結子会社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っており、本社・工場等については個別にグルーピングを行っております。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価

額は、主に不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額などに合理的な調整を行って算出した金額を使用しておりま

す。使用価値は、将来キャッシュ・フローを1.31％～4.18％で割引いて算出しております。

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △11百万円 7百万円

組替調整額 ― ―

税効果調整前 △11 7

税効果額 　1 0

その他有価証券評価差額金 △10 7

為替換算調整勘定

当期発生額 △243 △498

退職給付に係る調整額

当期発生額 1 2

組替調整額 35 △1

税効果調整前 36 0

税効果額 1 △0

退職給付に係る調整額 38 △0

持分法適用会社に対する持分相当額

当期発生額 △649 △222

その他の包括利益合計 △865 △713
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式 63,940,500 1,189,058 ― 65,129,558

合計 63,940,500 1,189,058 ― 65,129,558

自己株式

　普通株式 600,800 6,745 1,716 605,829

合計 600,800 6,745 1,716 605,829

(注)１ 発行済株式の増加1,189,058株は平成27年９月１日に実施した㈱アークミールを完全子会社とする株式交換に

より交付したものであります。

２ 自己株式の増加6,745株と自己株式の減少1,716株は、㈱アークミールの完全子会社化に伴い、端数株式の買

取によるものと交付した株式によるものであります。

２ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月21日
定時株主総会

普通株式 633 10 平成27年２月28日 平成27年５月22日

平成27年10月７日
取締役会

普通株式 633 10 平成27年８月31日 平成27年11月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 645 10 平成28年２月29日 平成28年５月20日
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当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式 65,129,558 ― ― 65,129,558

合計 65,129,558 ― ― 65,129,558

自己株式

　普通株式 605,829 2,858 580 608,107

合計 605,829 2,858 580 608,107

(注) 自己株式の増加2,858株と自己株式の減少580株は、単元未満株式の買取りによるものと売渡しにより交付した

株式によるものであります。

２ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月19日
定時株主総会

普通株式 645 10 平成28年２月29日 平成28年５月20日

平成28年10月７日
取締役会

普通株式 645 10 平成28年８月31日 平成28年11月８日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年５月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 645 10 平成29年２月28日 平成29年５月26日

決算短信（宝印刷） 2017年04月11日 10時46分 25ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）



株式会社 吉野家ホールディングス(9861) 平成29年２月期 決算短信

― 24 ―

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日)

現金及び預金勘定 21,287百万円 25,474百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△2,789 △2,532

現金及び現金同等物 18,498 22,941

　

２ 重要な非資金取引の内容

前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

当連結会計年度に新たに計上した資産除去債務の額は、147百万円であります。

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、2,026百万円でありま

す。

当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

当連結会計年度に新たに計上した資産除去債務の額は、167百万円であります。

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、1,665百万円でありま

す。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、持株会社として、グループ戦略の立案・決定、グループ経営のモニタリング機能を果たすとともに、グ

ループ会社に対して、各種共通サービスの提供を行っており、事業活動は、当社傘下の子会社及び関連会社が展開

しております。

　したがって当社グループは、事業会社を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「吉野

家」、「はなまる」、「アークミール」、「京樽」、「海外」の５つを報告セグメントとしております。

　「吉野家」は、牛丼等のファストフード店経営およびフランチャイズ店舗への経営指導等を行っております。

「はなまる」は、セルフ式讃岐うどん等のファストフード店経営およびフランチャイズ店舗への経営指導等を行っ

ております。「アークミール」は、ステーキおよびしゃぶしゃぶレストランの経営等を行っております。「京樽」

は、鮨のテイクアウト店および回転寿司レストランの経営等を行っております。「海外」は、米国・中国・マレー

シア等の地域において、牛丼等のファストフード店経営、セルフ式讃岐うどん等のファストフード店経営およびフ

ランチャイズ店舗への経営指導等を行っております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益に基づく数値であります。

　セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいて算定した合理的な内部振替価格によっておりま

す。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計
調整額

連結財務
諸表計上

額吉野家 はなまる
アーク
ミール

京樽 海外 計

売上高

外部顧客への売上高 94,655 21,317 24,355 24,823 17,510 182,662 3,075 185,738 ― 185,738

セグメント間の内部
売上高又は振替高

952 193 1 153 ― 1,300 416 1,716 △1,716 ―

計 95,607 21,510 24,357 24,976 17,510 183,962 3,492 187,455 △1,716 185,738

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

3,054 1,158 256 289 557 5,316 △158 5,158 △3,544 1,613

セグメント資産 51,712 9,363 12,327 10,906 13,826 98,135 3,277 101,413 9,878 111,292

セグメント負債 12,139 5,644 8,719 4,507 2,096 33,106 1,528 34,635 18,923 53,558

その他の項目

減価償却費 3,081 589 792 378 386 5,228 142 5,371 123 5,495

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

6,162 1,471 1,275 762 981 10,653 526 11,180 179 11,360

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社６社を含んでおります。

当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務
諸表計上
額(注)３吉野家 はなまる

アーク
ミール

京樽 海外 計

売上高

外部顧客への売上高 96,301 23,619 22,947 25,526 16,606 185,002 3,621 188,623 ― 188,623

セグメント間の内部
売上高又は振替高

980 261 32 155 ― 1,428 559 1,987 △1,987 ―

計 97,281 23,880 22,979 25,682 16,606 186,431 4,180 190,611 △1,987 188,623

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

3,835 937 135 72 913 5,895 △56 5,838 △3,973 1,865

セグメント資産 49,420 10,216 11,014 12,710 14,583 97,946 4,397 102,343 12,603 114,947

セグメント負債 11,036 6,306 7,619 5,239 2,827 33,030 1,767 34,797 22,940 57,737

その他の項目

減価償却費 3,307 710 761 468 404 5,652 186 5,838 76 5,915

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

4,397 1,732 371 1,898 1,079 9,480 230 9,710 268 9,979

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社７社を含んでおりま

す。
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２ 調整額は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

セグメント利益又はセグメント損失（△） 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 247 213

のれんの償却額 △151 △162

全社費用(注) △3,640 △4,024

合計 △3,544 △3,973

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない費用であります。

(単位：百万円)

セグメント資産 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △39,258 △38,458

全社資産(注) 49,136 51,062

合計 9,878 12,603

(注) 全社資産は、主に当社及び一部の連結子会社の本社等の共有資産であります。

(単位：百万円)

セグメント負債 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △42 △40

全社負債(注) 18,966 22,981

合計 18,923 22,940

(注) 全社負債は、主に当社の借入金であります。

その他の項目

減価償却費

減価償却費の調整額の内容は、当社及び一部の連結子会社の本社等の共有資産としての有形固定資

産、無形固定資産に係るものです。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額の内容は、当社及び一部の連結子会社の本社等の

共有資産に係る設備投資額であります。

３ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(関連情報)

前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

　当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

１ 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。
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(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

吉野家 はなまる
アーク
ミール

京樽 海外 計

減損損失 383 153 102 110 101 851 67 14 933

(注) 「その他」の金額は、連結子会社が運営するファストフード店に係るものであります。

当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

吉野家 はなまる
アーク
ミール

京樽 海外 計

減損損失 246 213 404 69 70 1,003 403 3 1,409

(注) 「その他」の金額は、連結子会社が運営するファストフード店に係るものであります。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

吉野家 はなまる
アーク
ミール

京樽 海外 計

当期償却額 59 9 ― ― ― 68 1 151 221

当期末残高 64 33 ― ― ― 97 6 951 1,055

　(注)「全社・消去」の金額は、はなまる、アークミール、海外、その他に係るものであります。

当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

吉野家 はなまる
アーク
ミール

京樽 海外 計

当期償却額 60 10 ― ― ― 70 4 162 237

当期末残高 34 34 ― ― ― 68 8 1,460 1,537

　(注)「全社・消去」の金額は、吉野家、はなまる、アークミール、海外、その他に係るものであります。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

前連結会計年度(自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日)

１株当たり純資産額 (円) 891.04 879.46

１株当たり当期純利益金額 (円) 13.10 19.35

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当連結会計年度
(平成29年２月28日)

純資産の部の合計額(百万円) 57,733 57,209

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 240 464

　(うち非支配株主持分(百万円)) (240) (464)

普通株式に係る期末純資産額(百万円) 57,493 56,744

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末普通
株式の数(株)

64,523,729 64,521,451

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日)

当連結会計年度
(自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 837 1,248

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利
益(百万円)

837 1,248

普通株式の期中平均株式数(株) 63,929,235 64,522,741

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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